建設事業評価審議会の審議対象基準

	類型
	対象基準
	評価の視点

	事前評価
	府又は府が設立する地方独立行政法人（以下、府等という）が新たに実施予定の建設事業のうち総事業費が10億円以上と見込まれるもの（ただし、事業内容等から代替案の検討が困難な事業を除く）
	・上位計画等の位置付け

・優先度

・事業を巡る社会経済情勢

・事業効果の定量的分析

（費用便益分析等）

・事業効果の定性的分析

・自然環境等への影響と対策

・代替案との比較検討　など

	再評価

・

再々評価
	府等が実施する総事業費１億円以上の建設事業のうち、次のいずれかに該当する事業（ただし、（※）に該当する事業を除く）
(１)事業採択後又は着工準備採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
(２)事業採択後10年間を経過した時点で継続中の事業

(３)事業計画又は総事業費の大幅な変更、社会経済情勢の急激な変化等により評価の必要が生じた事業

〔事業計画又は総事業費の大幅な変更〕

①事業を中止、休止（休止後の再開を含む）する場合

②総事業費が３割以上（総事業費が10億円未満の事業は３億円以上）増減する場合

③その他、事業計画を大きく変更する場合

(４)府等が実施する事業のうち再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業

(※)

1)事業内容等から代替案の検討が困難な事業
2)評価時点における進捗率が高い事業のうち、次のいずれかに該当する事業
(ｱ)工事進捗率80％以上（事業費ベース）
の事業
(ｲ)翌年度までに完了予定の事業
	・事業の進捗状況
・事業を巡る社会経済情勢の
変化
・事業効果の定量的分析
（費用便益分析等）
・事業効果の定性的分析
・自然環境等への影響と対策
など
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